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富士市立小中学校適正規模・適正配置基本方針（概要版） 

 

 

これからの学校教育においては、昨今の社会情勢の変化に対応すべく、柔軟かつ効果的な

教育が実施できるように、新たな教育システムの構築に向けた取組が必要であると考えて

います。 

そのため本市では、令和６年度の市内全中学校区での実施を目標に、義務教育９年間の連

続性と系統性を強く意識し、児童生徒の確かな「学び」と健やかな「育ち」を目指した小中

一貫教育に取り組んでいます。 

一方、全国的に少子化が進む中、本市においても児童生徒数の減少や学校規模の更なる小

規模化が予想されています。 

このような状況の中、本市における将来的な児童生徒数の減少や学校の小規模化を考慮

すると、小中一貫教育の推進を前提とした、児童生徒にとってのより良い教育環境を整備す

ることが、これまで以上に重要であると考えます。 

そこで、富士市教育委員会では、子どもたちの豊かな学びの維持・継続のため、「富士市

立小中学校適正規模等基本方針策定委員会」を設置し、学識経験者や自治会、保護者並びに

小・中学校の代表者等から広く意見を聴取するとともに、今後の本市の学校教育の在り方に

ついて協議を重ね、長期的な視野を前提に、今後 10年間における短中期的な「富士市立小

中学校適正規模・適正配置基本方針」を策定しました。 

今後は、本基本方針に基づいた学校規模・学校配置の適正化に取り組み、児童生徒にとっ

てのより良い教育環境を整備し、教育の質の更なる充実を図ります。 

なお、小中学校は教育の場であるとともに地域交流や防災の拠点でもあるため、地区のま

ちづくりの観点も考慮した上で、適正化を進めます。 
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１ 小・中学校の現状 

 

令和元年度の市内小学校には、全校の学級数が８学級以下(特別支援学級は除く)の学

校が 27校中４校存在します。さらに、その中でも６学級以下の小学校が３校あり、今後

も更なる児童数の減少が予想されています。 

大規模な学校については、25学級以上ある学校が２校存在します。 

また、中学校については、４学級以下の中学校１校を含め、全校の学級数が６学級以下

の学校が市内 16校中４校存在します。全体的な傾向を見ても、今後更なる生徒数の減少

が予想されています。 

一方で、全校の学級数が 20学級を超える大規模校は２校存在します。  

  

 

 

 

※１  大淵第二小学校は、３人の非常勤講師 

を雇用し、１･２年生、３･４年生、５･ 

６年生で発生する複式を解消している。 

１ 小・中学校の現状 

　

学級数

1 大淵第二小学校※1 ４ (1) ３ (1) ８ (1) ５ (1) ３ (1) １０ (1) ３３ (6)

2 東小学校 ５ (1) ８ (1) １３ (1) １１ (1) １４ (1) １０ (1) ６１ (6)

3 吉永第二小学校 １８ (1) ２３ (1) ２０ (1) ２４ (1) ３３ (1) １７ (1) １３５ (6)

4 神戸小学校 ２７ (1) ３９ (2) ４３ (2) ２１ (1) ３２ (1) ３２ (1) １９４ (8) ７～１１

5 元吉原小学校 ４９ (2) ５６ (2) ４８ (2) ４１ (2) ４１ (2) ４５ (2) ２８０ (12)

6 天間小学校 ６８ (2) ５１ (2) ４１ (2) ５１ (2) ４７ (2) ５５ (2) ３１３ (12)

7 原田小学校 ４０ (2) ４６ (2) ６９ (2) ５６ (2) ６２ (2) ６５ (2) ３３８ (12)

8 富士見台小学校 ４６ (2) ５５ (2) ５８ (2) ５８ (2) ５３ (2) ７１ (3) ３４１ (13)

9 富士川第二小学校 ５９ (2) ５０ (2) ５４ (2) ６１ (2) ６２ (2) ６０ (2) ３４６ (12)

10 富士川第一小学校 ７２ (3) ６５ (2) ６２ (2) ６４ (2) ５４ (2) ５１ (2) ３６８ (13)

11 吉永第一小学校 ５６ (2) ６３ (2) ６３ (2) ６１ (2) ７４ (3) ５３ (2) ３７０ (13)

12 青葉台小学校 ８２ (3) ７５ (3) ８９ (3) ８５ (3) ７７ (3) ７５ (3) ４８３ (18)

13 岩松小学校 ７５ (3) ７６ (3) ７８ (3) ８５ (3) ９１ (3) ９３ (3) ４９８ (18)

14 吉原小学校 ８６ (3) ７８ (3) ９２ (3) ８２ (3) ８４ (3) ８８ (3) ５１０ (18)

15 富士中央小学校 ９０ (3) １０５ (3) ８１ (3) ９８ (3) ７９ (3) ９９ (3) ５５２ (18)

16 鷹岡小学校 ９１ (3) ９６ (3) ９９ (3) １０６ (4) ９６ (3) ９６ (3) ５８４ (19)

17 今泉小学校 ９６ (3) １０２ (3) ８３ (3) ８７ (3) １０８ (4) １１７ (4) ５９３ (20)

18 富士第二小学校 ９１ (3) １０５ (3) １０９ (4) ９４ (3) ９３ (3) １１６ (4) ６０８ (20)

19 須津小学校 １０３ (3) ８７ (3) ９９ (3) ９８ (3) １１２ (4) １１０ (4) ６０９ (20)

20 大淵第一小学校 ９４ (3) ９４ (3) １０４ (3) １０１ (3) １１７ (4) １０７ (4) ６１７ (20)

21 伝法小学校 １０５ (3) １０４ (3) １０３ (3) １０４ (3) １２４ (4) １１５ (4) ６５５ (20)

22 岩松北小学校 １２４ (4) １０５ (3) １００ (3) １２７ (4) １２８ (4) ９０ (3) ６７４ (21)

23 広見小学校 ９０ (3) ８１ (3) １２１ (4) １２２ (4) １３０ (4) １５５ (5) ６９９ (23)

24 田子浦小学校 １１３ (4) １１２ (4) １０６ (4) １２３ (4) １０１ (3) １２７ (4) ６８２ (23)

25 富士第一小学校 １０９ (4) １３２ (4) １１９ (4) １１９ (4) １２９ (4) １２４ (4) ７３２ (24)

26 丘小学校 １０８ (4) １５１ (5) １２８ (4) １４３ (5) １４４ (5) １２６ (4) ８００ (27)

27 富士南小学校 １５５ (5) １４６ (5) １５７ (5) １６７ (5) １７３ (5) １６２ (5) ９６０ (30)

合計 2,056 (73) 2,108 (73) 2,147 (74) 2,194 (75) 2,261 (78) 2,269 (79) 13,035 (452)

１２～１８

１９～２４

２５以上

小６年 全校

６以下

小学校
※ 数値は令和元年５月1日現在の児童生徒数、（　）内はクラス数

※ ０歳児から５歳児までの数値は住民基本台帳による数値

小１年 小２年 小３年 小４年 小５年 学級数

1 吉原東中学校 ３５ (1) ３２ (1) ４５ (2) １１２ (4)

2 元吉原中学校 ５０ (2) ４４ (2) ５５ (2) １４９ (6)

3 富士川第二中学校 ５５ (2) ５９ (2) ５３ (2) １６７ (6)

4 富士川第一中学校 ５４ (2) ６７ (2) ６３ (2) １８４ (6)

5 吉原第三中学校 ７４ (3) ７２ (3) ８６ (3) ２３２ (9)

6 大淵中学校 １３０ (4) ９４ (3) １１７ (4) ３４１ (11)

7 吉原北中学校 １１９ (4) １１０ (4) １２５ (4) ３５４ (12)

8 須津中学校 １２３ (4) １１５ (4) １１７ (4) ３５５ (12)

9 田子浦中学校 １３８ (4) １３３ (4) １４３ (5) ４１４ (13)

10 鷹岡中学校 １６１ (5) １６０ (5) １５６ (5) ４７７ (15)

11 吉原第二中学校 １６５ (5) １８６ (6) １９７ (6) ５４８ (17)

12 富士中学校 １７５ (5) １８４ (6) １９３ (6) ５５２ (17)

13 吉原第一中学校 １９１ (6) １７１ (5) １９０ (6) ５５２ (17)

14 岩松中学校 １８７ (6) １９０ (6) ２０５ (6) ５８２ (18)

15 岳陽中学校 ２５３ (8) ２３５ (7) ２４３ (7) ７３１ (22)

16 富士南中学校 ２６３ (8) ２１８ (7) ２８４ (9) ７６５ (24)

合計 2,173 (69) 2,070 (67) 2,272 (73) 6,515 (209)

１９以上

７～１１

中１年 中２年 中３年 全校

４～６

１２～１８

中学校 ※ 数値は令和元年５月1日現在の児童生徒数、（　）内はクラス数
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 (1) 全体的な傾向 

市内全体の傾向として、年度毎に児童生徒数の減少が見込まれています。 

2015年の調査結果から、2015年時点での富士市立小・中学校の児童生徒数は 20,736人

ですが、20年後の 2035年には 14,433人にまで減少し、2015年から３割強の児童生徒が

減少することが予想されています。 

そのような状況の中で、地域によっては、児童生徒数の著しい減少傾向が見られます。 

※2015年は実数 

※2020年以降は推計 [平成 28年３月 第五次富士市総合計画 後期基本計画の中位推計より] 

 

 (2) 中学校区ごとの傾向 

今後５年間で、16 の中学校区の内、６つの中学校区において５％以上の児童生徒数の

減少が予想されます。  

特に、田子浦中、大淵中、吉原北中、須津中校区については、減少比率が 10％以上と、

著しい減少が見込まれます。 

 

 

 

 

 

２ 児童生徒数の推移 
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(1) 学校規模について 

国が定める学校の適正規模※１については、「小学校の学級数は、12学級以上 18学級以

下を標準とする。ただし、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りで

ない。」と規定され、この規定は中学校にも準用するとされています。 

また、国の法令※２においても「学級数がおおむね 12学級から 18学級までであること。」

と規定されています。 

※１ 学校教育法施行規則第 41条、同規則第 79条 

※２ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担金等に関する法律施行令第４条 
 

 

(2) 学校配置について 

国庫負担金等に関する法律※３では、公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため

に統合するときの条件として「通学距離が小学校にあってはおおむね４km 以内、中学校

にあってはおおむね６km以内であること。」と規定されています。 

また、文部科学省が作成した手引き※４では、通学時間について、「おおむね１時間以内

を一応の目安とした上で、各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて 1時

間以上や 1 時間以内に設定することの適否も含めた判断を行うことが適当である」とさ

れています。 

※３ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担金等に関する法律施行令第４条 

※４ 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

 

 

 

国の示す小・中学校の適正規模・適正配置 

 

⑴ 小学校の適正規模 

12学級以上で 18学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年２～３学級) 

⑵ 中学校の適正規模 

12学級以上で 18学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年４～６学級) 

⑶ 小・中学校の適正配置 

  通学距離…小学校はおおむね４km以内、中学校はおおむね６km以内 

通学時間…小・中学校ともに、おおむね１時間以内 

３ 国が考える望ましい学校規模と配置 
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近年、学校教育に対しては、児童生徒が単に教科等の知識や技能を習得するだけではなく、

同年代の集団の中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて、

思考力、判断力、表現力や問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身に付けることが

期待されています。また、多様な年代との交流や地域社会との関わりを通して、人間関係の

広がりを重視した教育活動を実践することも大切だと考えます。 

そのため、このような教育を推進するためには、一定規模の児童生徒の集団が確保され、

同世代の他者から学び合う機会が提供されていることや、経験年数や専門性等についての

バランスがとれた教職員集団を配置した適切な学校規模を維持すること等、児童生徒にと

ってのより良い教育環境を整備することが重要であると考えます。 

 

(1) 方針 

小学校では、まず複式学級を解消するため、少なくとも１学年１学級以上（６学級以上） 

であることが必要となります。また、全学年でのクラス替えを可能とし、学習活動の特質

に応じて学級の枠を超えた集団を編成したり、同学年に複数教員を配置したりするため

には１学年２学級以上（12学級以上）あることが望ましいと考えます。 

中学校についても、全学年でクラス替えを可能とし、学級の枠を超えた集団編成を可能 

としたり、同学年に複数教員を配置したりするためには、少なくとも１学年２学級以上

（６学級以上）が必要となります。また、各教科の教員をバランスよく配置し、学習指導

の充実を図るためには、９学級以上を確保することが望ましいと考えます。 

 

(2) 望ましい小学校の規模 

前述した通り、全学年でのクラス替えを可能とし、学習活動の特質に応じて学級の枠を

超えた集団を編成することができ、同学年に複数の教員の配置を可能にするためには１

学年に２学級以上（12学級以上）あることが望ましいと考えます。 

また、本市においては、現在、19～24学級になる学校が３分の１以上存在することや、

そのような学校でも一人当たりの校舎面積、運動場面積等は十分確保されており、「一人

一人の活躍の場や機会の減少」等の大規模校のデメリットについても、現状の教育活動を

見直す中で改善が可能であるため、12学級以上で 24学級を超えない範囲が望ましい学校

規模であると考えます。 

12学級以上で 24学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年２～４学級) 

４ 本市における望ましい学校規模と配置条件について 
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(3) 望ましい中学校の規模 

本市においては、現在、９～12 学級になる学校が一定数存在し、そのような学校でも

全学年でクラス替えができ、同学年に複数の教員の配置がされており、望ましい教育環境

が維持されているといえます。 

以上のことから、各教科の教員をバランスよく配置し、学習指導の充実を図るためにも、

９学級以上で 18学級を超えない範囲が望ましい学校規模であると考えます。 

 

(4) 小・中学校の配置条件  

「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担金等に関する施行令第４条」及び、「公立小学

校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」に定められている通学距離と通学時間

については、本市においても適正であると考えます。ただし、通学時間については、おお

むね１時間以内とするものの、学校毎に通学環境が違うため、児童生徒の年齢差や通学路

の状況、通学方法等、多角的に検証し、各学校における安全・安心な通学時間について検

討します。 

 

(5) 適正化の対象 

全市立小・中学校において小中一貫教育を推進しながら、学校規模や学校配置の適正化

を図る中で、今後 10年間程度の短中期間において、以下のいずれかに当てはまる学校を

対象に検討します。なお、対象となる学校であっても、児童生徒の教育環境、学校や地域

の実情等を十分に踏まえた上で適正化を検討します。 

 

 

９学級以上で 18学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年３～６学級) 

通学距離…小学校はおおむね４km以内、中学校はおおむね６km以内 

通学時間…小中学校ともに（徒歩、自転車、交通機関等を利用した場合を含めて）

おおむね 1時間以内 

・現在、適正規模を下回る小・中学校 

・今後 10年間程度の短中期間において、適正規模を下回る可能性が高い小・中学校 

または、適正規模を上回り続ける可能性が高い小・中学校 
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児童生徒の減少にともない、子ども同士の学び合いや、切磋琢磨し合う場を適切に提供す

ることが難しく、児童生徒の豊かな学びの継続・維持が困難であると考えられる学校につい

ては、学校の実情や近隣の学校との相互関係を考慮し、適切な教育環境の整備を目指した再

編計画の検討を進めます。 

またその際は、「地域とともにある学校づくり」の視点を踏まえ、保護者や地域住民との

十分な協議を重ね、理解と協力を得ながら進めます。 

 

〈学校規模の適正化の検討が必要な学校について〉 

○現在、複式学級の対象となっている学校、及び、単学級が存在する中学校については、

保護者や地域住民の意見を聞く機会を設けるとともに、早急に話し合いの場を設定し、

学校や保護者、地域住民との協議を十分に図りながら、適正化の検討を進めます。 

○数年後、複式学級の対象となる可能性の高い小学校、及び、単学級が存在する可能性の

高い中学校、または、現時点で単学級が存在する小学校については、保護者や地域住民

の意見を聞く機会を設けるとともに、できるだけ早い時期に話し合いの場を設定し、学

校や保護者、地域住民との協議を十分に図りながら、適正化の検討を進めます。 

 

〈学校再配置の検討の余地がある学校について〉 

○児童生徒数が減少し、数年後に単学級の発生が予想される小学校については、保護者や

地域住民の意見を聞く機会を設けるとともに、順次、再配置の検討を進めます。 

○小規模な学校が複数近接する地域や学校の一体化により、これまで以上に教育効果が

高まると考えられる地域については、より積極的に再配置の検討を進めます。 

○現時点で適正規模の上限を超えている小・中学校、及び、児童生徒数の急激な増加によ

り、既存の学校施設が不足することが見込まれる小・中学校においては、今後の児童生

徒数の推移を注視しつつ、学校施設の増改築をはじめ、学区の再編等、様々な角度から

検証・検討し、教育環境の充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 具体的な方向性 
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 適正化を推進するにあたっては、児童生徒の最善の利益と地域コミュニティの拠点とし

ての役割を最大限に考慮した上で、以下の点について配慮します。 
 

○学校配置の適正化に当たっては、本市の各種政策を推進するための方針や計画との整

合や連携を図り、その理念に沿った学校配置の適正化を進めます。 

○登下校に関しては、通学路の安全性に十分配慮するとともに、学校をはじめ保護者や地

域住民、関係機関との調整を図り、安全な通学方法の確保についての検討を進めます。 

○適正化により児童生徒の通学距離や通学時間が一定条件を超えた場合は、「富士市遠距

離通学児童生徒通学費補助事業」に基づき、通学費の援助を検討します。 

○適正化後、活用する施設については、効率的な施設運営等の様々な観点から検討し、施

設の長寿命化や施設一体型の校舎改築等、教育環境の充実に努めます。 

○学校配置の適正化に伴い、避難所等の一部または全部に変更が生じる可能性があるこ

とから、地域防災力の維持に配慮し、地域住民と十分な協議をしながら検討します。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「富士市立小中学校適正規模・適正配置基本方針」の策定 

※富士市の実情を踏まえた望ましい学校規模についての基本方針の策定 

○「富士市立小中学校適正規模・適正配置基本方針」説明会の実施 

※学校区ごとに基本方針に関する説明会を実施 

○「（仮称）○○学校区の教育を考える会」の設置 

※早急に検討が必要な学校区に、学校・保護者・地域から成る組織を設置し、

本市の現状についての説明、及び今後の具体策について検討 

６ 適正化の推進にあたって配慮すべき点等 

７ 基本方針策定後のスケジュール 


